
Ver1.5 

1/10 

一般財団法人自動車検査登録情報協会 自動車検査登録情報提供サービス利用規約 
 

 

第 1章 総則 

第 1 条 目的 

第 2 条 用語の定義 

第 3 条 適用 

 

第 2章 利用申込（利用契約） 

第 4 条 利用申込 

第 5 条 仕様書等の開示、接続試験 

第 6 条 国土交通大臣に対する承認申請 

第 7 条 利用申込の承諾 

第 8 条 変更申込 

第 9 条 契約期間 

 

第 3章 自動車検査登録情報提供サービス 

第 1節 登録情報の請求・提供 

第 10条 サービスの利用条件 

第 11条 登録情報の提供の請求 

第 12条 登録情報の提供 

第 13条 管理体制、管理方法の報告・調査 

第 14条 提供時間 

第 2節 利用者の責任 

第 15条 ユーザーＩＤ等の管理責任 

第 16条 利用者システムの維持管理責任 

第 17条 登録情報の利用目的等の遵守 

第 17条の 2 情報の安全管理の方法 

第 18条 仕様書等の管理責任 

第 19条 海外への持ち出しの禁止 

第 20条 所有者等への周知 

第 21条 利用者の責任 

第 3節 料金 

第 22条 料金 

第 23条 未払いに対する利用停止 

第 24条 払い戻し 

 

第 4章 利用中止 

第 1節 利用者による利用中止 

第 25条 利用中止申込 

第 26条 申込の承諾 

第 2節 自検協による利用中止等 

第 27条 利用停止 

第 28条 自検協による利用中止 

第 29条 利用契約終了後の措置 

第 5章 利用の制限、提供停止及び休廃止 

第 30条 利用の制限、提供停止 

第 31条 休廃止 

 

第 6章 雑則 

第 32条 通知・連絡 

第 33条 免責 

第 34条 個人情報の保護 

第 35条 定めのない事項 

第 36条 合意管轄裁判所 

 

附則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ver1.5 

2/10 

第 1章 総則 

 

（目的） 

第 1条 本利用規約は、一般財団法人自動車検査登録情報協会（以下、「自検協」といいま

す。）が提供する自動車検査登録情報提供サービス（第 2条で定義）の利用に関し、必要

な事項を定めることを目的とします。 

 

（用語の定義） 

第 2条 本利用規約において使用する用語を以下のように定めます。 

(1) 「登録情報」とは、道路運送車両法第 22 条第 3 項の登録事項その他の自動車登

録ファイルに記録されている情報をいいます。（登録情報には二輪車及び軽自動車

の情報は含まれません。） 

(2) 「情報提供業務」とは、電気通信回線を用いて登録情報の提供を受けようとする

者に対し、本利用規約に基づいて、国土交通大臣から提供を受けた登録情報を送信

する業務をいいます。 

(3) 「自動車検査登録情報提供サービス」とは、自検協が登録情報提供機関として情

報提供業務を提供するサービスをいい、次の個別サービスに区分されます。 

個別サービス 説 明 

閲覧 登録事項等証明書相当の情報を利用者のパソコンのブ

ラウザに表示するサービス 

情
報
提
供 

一意検索 一件の登録情報を利用者システムに取り込み可能な形

式で提供するサービス 

複数件検索 複数件の登録情報を一括して利用者システムに取り込

み可能な形式で提供するサービス 

ジャーナル 日々更新される登録情報を一括して利用者システムに

取り込み可能な形式で提供するサービス 

統計／初期 月末時点での登録情報を一括して利用者システムに取

り込み可能な形式で提供するサービス 

(4) 「利用者」とは、登録情報の提供を受けるため、第 7条第 2 項の利用契約に従っ

て、自動車検査登録情報提供サービスを利用する者をいいます。 

(5) 「ＡＩＲＩＳ」（Automobile Inspection & Registration Information System）

とは、自動車検査登録情報提供サービスを利用者に提供するため、自検協が構築す

るシステムをいいます。 

(6) 「利用者システム」とは、利用者が自動車検査登録情報提供サービスを利用する

にあたって必要な、電子計算機等（電子計算機の本体、入出力装置、その他機器）、

ソフトウエア、通信機器、電気通信回線をいいます。 

(7) 「仕様書等」とは、ＡＩＲＩＳと利用者システムの接続に関する技術的事項を定

めるインタフェース仕様書及び技術資料をいいます。 

 



Ver1.5 

3/10 

（適用） 

第 3 条 本利用規約は、自検協と利用者の間における自動車検査登録情報提供サービスに

係る一切の関係について適用されます。 

2 自検協は、国土交通大臣に届け出た上で、本利用規約を変更することがあります。この

場合、自動車検査登録情報提供サービスに関する変更後の利用条件は、変更後の利用規

約によります。 

 

第 2章 利用申込（利用契約） 

 

（利用申込） 

第 4条 自動車検査登録情報提供サービスの利用を申込む者（以下、「申込者」といいます。）

は、予め本利用規約に同意の上、自検協所定の申込方法により自動車検査登録情報提供

サービスの申込を行います。 

2 申込者は、本人確認書類として次の各号に掲げる書類を添付します。ただし、申込者が

国又は地方公共団体の場合は添付する必要はありません。 

(1) 法人にあっては、現在事項全部証明書又は現在事項一部証明書（発行後 3カ月以

内のもの） 

(2) 個人（次号に掲げる者を除く）にあっては、運転免許証や個人番号カード、在留

カード、特別永住者証明書等、申込者の氏名及び住所が確認できる公的証明書（有

効期間内のものの両面の写し。ただし、個人番号カードにあっては、有効期間内の

ものの表面の写し）、及び個人番号の記載のない住民票（発行後 3カ月以内のもの） 

(3) 行政書士の資格を有する者にあっては、行政書士証票の写し 

3 自検協は必要に応じて、申込者に対し、申込内容を証明するための書類等を求めること

があります。 

4 申込者が自動車検査登録情報提供サービスの利用に関する業務を申込者以外の第三者

（以下、「委託先」といいます。）に委託する場合は、委託先との業務委託契約書の写し

を添付することとし、又別途委託先からも自検協所定の方法による申込を行う必要があ

ります。この場合において、自検協は委託先を申込者と同等に扱うものとします。 

 

（仕様書等の開示、接続試験） 

第 5 条 自検協は、前条の申込内容に応じて必要があると判断した場合、利用者システム

を構築・保守等する目的において、仕様書等を申込者に開示します。 

2 自検協は、前項の仕様書等を開示した場合、利用者システムの構築完了後、ＡＩＲＩＳ

との接続試験を求める場合があります。ＡＩＲＩＳとの接続試験に係る諸費用は、申込

者の負担とします。 

 

（国土交通大臣に対する承認申請） 

第 6 条 第 4 条の申込に対し、自検協はその申込内容について国土交通大臣に対する承認

申請を行います。ただし、自検協は、次の各号に掲げる場合、申込を拒否することがで

きます。 
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(1) 申込内容に虚偽、誤記、又は記載漏れがあるとき  

(2) 申込者と本人確認書類との同一性が確認できないとき 

(3) 申込者が、料金の支払いを怠る恐れがあることが明らかなとき 

(4) 申込者が、過去に自検協との利用契約を解除された事実があり、その原因が改善

されていないとき 

(5) 自動車検査登録情報提供サービスを提供することが技術上その他の理由により

困難なとき 

(6) その他、申込を承諾することが自検協の業務の遂行上、著しい支障があると自検

協が判断したとき 

 

（利用申込の承諾） 

第 7 条 自検協は、前条の国土交通大臣に対する申請の結果、登録情報の提供の承認を受

けた場合は、第 4 条の申込を承諾し、ＡＩＲＩＳに申込内容を登録し、自動車検査登録

情報提供サービスの利用に必要なユーザーＩＤ及びパスワード、キーワード（以下、「ユ

ーザーＩＤ等」といいます。）を発行して、申込者に書面にて通知します。 

2 ユーザーＩＤ等の発行をもって、本利用規約の定めに従い自動車検査登録情報提供サー

ビスの利用契約が成立します。 

 

（変更申込） 

第 8 条 利用者は、申込内容に変更が生じる場合、自検協所定の方法により速やかに登録

内容の変更の申込をするものとします。 

2 前項の申込に当たっては、第 4条から前条の規定を準用するものとします。ただし、請

求書送付先の変更の申込については、第 4条第 1項の規定のみを準用します。 

3 自検協は必要に応じて、利用者に対し、申込内容を証明するための書類等を求めること

があります。 

4 本条に定める変更の申込等が行われなかったことにより利用者に生じた不利益は全て

利用者の負担とし、かかる事由により自検協に損害が生じた場合には、利用者はこれを

賠償するものとします。 

 

（契約期間） 

第 9 条 第 4 条の利用申込により自動車検査登録情報提供サービスを利用することができ

る期間（契約期間）は、第 7条第 2項の利用契約成立日よりその年度末（3月 31日）ま

でとします。ただし、国土交通大臣から継続的な利用について承認を受けた場合におい

ては、利用者及び自検協からの申し出がない限り、次年度も契約が継続し、以後も同様

とします。 

 

第 3章 自動車検査登録情報提供サービス 

 

第 1節 登録情報の請求・提供 
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（サービスの利用条件） 

第 10条 利用者が利用可能な自動車検査登録情報提供サービスの利用条件（個別サービス

の種類、抽出条件、提供項目等）は、国土交通大臣から登録情報の提供を受けることに

ついて承認を受けた範囲内となります。 

2 利用者は、前項の利用条件を変更する場合、第 8条の申込を行う必要があります。 

 

（登録情報の提供の請求） 

第 11条 利用者は、自検協が自動車検査登録情報提供サービスの個別サービス毎に定める

方法によって登録情報の提供を自検協に請求（委託）します。 

2 自検協は、ユーザーＩＤ等で本人認証を行った後、利用者から請求された内容に基づき、

国土交通大臣に対して登録情報を請求します。 

 

（登録情報の提供） 

第 12条 自検協は、前条の請求に基づき、国土交通大臣から提供を受けた登録情報を、承

認を受けた利用条件に従って利用者のニーズに応じてＡＩＲＩＳにより編集・加工した

後、利用者に対し提供します。 

2 前項の提供は電気通信回線を用いることとします。ただし、利用者が希望する場合には

磁気媒体等で提供することも可能とします。 

3 自検協は、国土交通大臣から提供を受けた登録情報に他の情報を付加すること、又は登

録情報の内容を改変することはありません。 

 

（管理体制、管理方法の報告・調査） 

第 13条 自検協は、利用者の登録情報の管理体制、管理方法、利用の実態について報告を

求め、又は調査（以下、「調査等」といいます。）を実施する場合があります。この場合

において、利用者は調査等を拒むことはできません。 

2 調査等の結果、利用者が登録情報を不当に利用している（国土交通大臣から承認を受け

た内容と異なっている等）と認められた場合は、その旨を国土交通大臣に報告します。 

 

（提供時間） 

第 14条 自検協は、自動車検査登録情報提供サービスの提供時間を別途定めます。 

 

第 2節 利用者の責任 

 

（ユーザーＩＤ等の管理責任） 

第 15条 利用者は、自検協が付与したユーザーＩＤ等の使用及び管理について一切の責任

を負うものとし、ユーザーＩＤ等を利用者以外に漏洩してはならないものとします。 

2 利用者は、ユーザーＩＤ等を管理する者（以下、「管理者」といいます）を１名置くこ

ととし、管理者はユーザーＩＤに紐付く個々の利用者名を管理する責任を負います。 

3 ユーザーＩＤ等を用いて行われた自動車検査登録情報提供サービスの利用は、当該ユー

ザーＩＤ等を付与された利用者によりなされたものとみなし、当該利用者は当該利用に
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よる料金の支払い、不正利用に基づき発生した損害の賠償義務、その他一切の責任を負

うものとします。 

 

（利用者システムの維持管理責任） 

第 16条 利用者は、利用者システムを自らの費用で用意していただきます。 

2 利用者は、自動車検査登録情報提供サービスを支障なく利用するため、及び第三者又は

自検協に支障を与えないために、利用者システムを正常に使用できる環境を維持し、管

理するものとします。 

 

（登録情報の利用目的等の遵守） 

第 17条 利用者は、自検協から提供された登録情報を、利用者が国土交通大臣から承認を

受けた利用目的にのみ利用し、その他の目的には利用できないものとします。 

2 利用者は、前項の登録情報を、法令に基づく要請があった場合を除き、国土交通大臣か

ら承認を受けた利用範囲外の第三者に開示又は提供できないものとします。 

 

（情報の安全管理の方法） 

第 17条の 2 利用者は、前条第１項の登録情報について、漏えい等の防止のため、必要な

安全管理対策を講じるものとします。 

 

（仕様書等の管理責任） 

第 18条 利用者は、自検協から開示された仕様書等を利用者以外の第三者に開示できない

ものとします。ただし、自動車検査登録情報提供サービスの利用に係る利用者システム

の構築、保守等に必要な場合に限り、自検協の承認の上で関係する第三者に開示できる

ものとします。 

 

（海外への持ち出しの禁止） 

第 19条 個人情報を保護するため、利用者は、自動車登録番号及び車台番号、自動車の所

有者及び使用者の氏名又は名称及び住所（以下、「所有者等情報」といいます。）が含ま

れる登録情報を海外に持ち出し又は送信してはならないものとします。 

 

（所有者等への周知） 

第20条 利用者は、所有者等情報が含まれる登録情報を大量に取得する場合には、個々の

自動車の所有者等に対し、その登録情報を取得する旨を周知する必要があります。ただ

し、利用目的が個人情報の保護に関する法律第１８条第３項に該当する場合はこの限り

ではありません。 

   

（利用者の責任） 

第 21条 利用者は、自動車検査登録情報提供サービスの利用により、第三者又は自検協に

損害を与えた場合（利用者が、本利用規約等上の義務を履行しないことにより第三者又

は自検協が損害を被った場合を含みます。）、自己の責任と費用をもって損害を賠償する
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ものとします。 

 

第 3節 料金 

 

（料金） 

第 22条 自検協は、自動車検査登録情報提供サービスに係る料金を別途定めます。 

2 利用者は、自動車検査登録情報提供サービスを利用した際の対価として、料金を自検協

に支払うものとします。 

3 料金には、自動車検査登録情報提供サービスの個別サービス毎の提供件数に応じた提供

サービス料金の他、登録料等の申込関係料金、接続試験料等のその他料金及びそれに対

する消費税相当額の他、国土交通省への手数料相当額を含みます。 

4 自検協は、料金に関して金額及び支払方法等必要な事項について別途定めます。 

 

（未払いに対する利用停止） 

第 23 条 利用者と自検協との間に生じる問題を理由として利用者が料金の支払いを拒む

場合には、自検協は、当該紛争期間中において当該利用者による自動車検査登録情報提

供サービスの利用を停止することができるものとします。自検協は、当該停止期間中、

利用者又は第三者に損害が生じた場合、一切の責任を負いません。 

 

（払い戻し） 

第 24条 自検協は、自動車検査登録情報提供サービスに関して、利用契約成立時点以降に

利用中止の申込等があった場合でも、利用者から受領した料金、その他の債務の払い戻

しはしません。 

 

第 4章 利用中止 

 

第 1節 利用者による利用中止 

 

（利用中止申込） 

第 25条 利用者は、自動車検査登録情報提供サービスの利用を止める場合、自検協所定の

方法により利用中止の申込をするものとします。 

 

（申込の承諾） 

第 26条 自検協は、前条の申込に対して承諾し、この承諾により利用契約は終了します。 

2 自検協は、前項の承諾をした場合、書面にて利用者に通知します。 

 

第 2節 自検協による利用中止等 

 

（利用停止） 

第 27条 自検協は、次の各号に掲げる事項に該当する場合、利用者に対し自動車検査登録
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情報提供サービスの利用を停止することができるものとします。 

(1) 国土交通大臣から提供不可に関する通知を受けたとき 

(2) 利用者が、支払期限 3カ月経過後も料金を支払わないとき 

(3) 利用者が、本利用規約に違反したことが判明したとき 

(4) 利用者が、自動車検査登録情報提供サービスの利用を 1年以上の期間行わなかっ

たとき 

(5) 利用者が、違法又は明らかに公序良俗に反する目的で、自動車検査登録情報提供

サービスを利用したことが判明したとき 

(6) 利用者が、ＡＩＲＩＳに重大な支障を与える方法で自動車検査登録情報提供サー

ビスを利用したことが判明したとき 

(7) 利用者について、保全処分、強制執行、競売もしくは破産、民事再生、会社更生、

特別清算の申し立てがあったとき、租税滞納処分があったとき、手形・小切手の不

渡りを出したとき、又は解散したとき 

(8) 利用者が、国土交通大臣から承認を受けた内容と異なった内容で、自動車検査登

録情報提供サービスを利用したことが判明したとき 

 

（自検協による利用中止） 

第 28条 自検協は、前条に基づいて自動車検査登録情報提供サービスの利用を停止した利

用者に対して停止した事由の改善が認められない場合、利用中止の措置を取ることがで

きるものとします。 

2 自検協は、前項に基づき利用中止を行う場合、利用中止日の 1週間前までに理由及び利

用中止日を通告し、当該利用者からの連絡がなければ当該日をもって利用中止とし利用

契約を解除します。ただし、通告及び通知については、自検協に届け出されている内容

の範囲内とします。 

 

（利用契約終了後の措置） 

第 29条 事由の如何を問わず、利用契約が終了した場合における自動車検査登録情報提供

サービスの利用契約が終了するまでの利用者の一切の債務は、利用契約の終了後におい

てもその債務が履行されるまで消滅しません。 

 

第 5章 利用の制限、提供停止及び休廃止 

 

（利用の制限、提供停止） 

第 30条 自検協は、ＡＩＲＩＳについて十分な障害対策を施すにもかかわらず、次の各号

に掲げる事項に該当しＡＩＲＩＳで対応できない場合、自動車検査登録情報提供サービ

スを停止又は利用を制限することがあります。この場合において自検協は、利用者又は

第三者に損害が生じた場合であっても、損害賠償その他の責任を負わないものとします。 

(1) 天災事変その他非常事態が発生し、もしくは発生する恐れがあるとき 

(2) サイバーテロ又はＡＩＲＩＳの故障等、ＡＩＲＩＳの保守上やむをえないとき 

(3) 電気通信事業者の都合により、通信回線の使用ができないとき 
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2 自検協は、前項により自動車検査登録情報提供サービスを停止又は利用を制限すること

が予測可能な場合、各種媒体を通じて周知します。ただし、緊急やむを得ない場合はこ

の限りではありません。 

 

（休廃止） 

第 31 条 自検協は、道路運送車両法第 96 条の 19 において準用する第 96 条の 9 の規定に

基づき国土交通大臣に届け出ることにより、自動車検査登録情報提供サービスの全部又

は一部を休止又は廃止することがあります。この場合において自検協は、利用者又は第

三者に損害が生じた場合であっても、損害賠償その他の責任を負わないものとします。 

2 前項の場合、自検協は、次の各号に掲げる事項を休止又は廃止する 1カ月前までに各種

媒体を通じて周知します。ただし、緊急やむを得ない場合はこの限りではありません。 

(1) 休止又は廃止しようとする自動車検査登録情報提供サービスに該当する範囲 

(2) 休止又は廃止の予定日及び休止しようとする場合にあってはその期間 

(3) 休止又は廃止の理由 

 

第 6章 雑則 

 

（通知・連絡） 

第 32条 自検協は、書面による郵送、ホームページへの掲載、電子メール、電話、その他

自検協が適当であると判断する方法により、利用者に随時必要な事項の通知・連絡等を

行うものとします。 

2 自検協が、ホームページへの掲載により利用者に通知・連絡等を行う場合は、当該通知・

連絡等を掲載してから 24時間を経過したときに、その他の手段による通知・連絡等の場

合は、自検協が利用者に当該通知・連絡等を発信した時に、効力を生じるものとします。 

 

（免責） 

第 33条 自検協は、提供する登録情報について、その完全性、正確性、適用性、有用性に

関し、いかなる責任も負いません。 

2 自動車検査登録情報提供サービスの内容は自検協がその時点で提供可能なものとし、利

用者に対する自検協の責任は、利用者が支障なく自動車検査登録情報提供サービスを利

用できるよう、善良なる管理者の注意をもって自動車検査登録情報提供サービスを提供

することに限られるものとします。前項の他、自検協は自動車検査登録情報提供サービ

スの利用により発生した利用者の損害（第三者との間で生じたトラブルに起因する損害

を含みます。）、及び自動車検査登録情報提供サービスを利用できなかったことにより発

生した利用者、第三者の損害に対し、いかなる責任も負わないものとします。 

3 自検協は、自動車検査登録情報提供サービスに関して開示している技術的事項について、

いかなる責任も負わないものとします。 

 

（個人情報の保護） 

第 34 条 自検協は、利用者の個人情報の収集、利用、提供及び公表等に当たり、「個人情
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報の保護に関する法律」（平成 15 年 5 月 30 日法律第 57 号）、「国土交通省所管分野にお

ける個人情報保護に関するガイドライン」、及び「個人情報保護マネジメントシステム―

要求事項」（JISQ15001）の遵守徹底を図り、自検協の「個人情報保護に関する基本方針」

に従い適切に実施します。 

 

（定めのない事項） 

第 35条 自検協は、本利用規約をはじめ、自動車検査登録情報提供サービスの提供に係る

諸規程に記載のない実施上必要な細目について別途定めます。 

 

（合意管轄裁判所） 

第 36条 本利用規約に関して訴訟の必要が生じた場合、東京地方裁判所を第一審の専属的

合意管轄裁判所とします。 

 

附則 

本利用規約は、平成 20年 4月 1日から効力を発するものとします。ただし、第 2章及び第

3章第 2節に規定する事項については、平成 20年 2月 8日より適用します。 

 

附則 

本利用規約は、平成 20年 7月 15日から効力を発するものとします。 

 

附則 

本利用規約は、平成 24年 4月 1日から効力を発するものとします。 

 

附則 

本利用規約は、平成 24年 7月 9日から効力を発するものとします。 

 

附則 

本利用規約は、平成 29年 1月 4日から効力を発するものとします。 

 

附則 

本利用規約は、令和 6年 4月 1日から効力を発するものとします。 

 


